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1は じめに
立地論の分野に於て,Hoover[5]は,Weber[12]の集積の概念をよ
り発展 させ,集積が規模,地 域特化及び都市化の各集積か ら説明されるこ
とを示唆 している。さらに,Isard[6]は,Hooverの「都市化の経済」
に着目することによって,都市の人口と電力消費量との関係か ら都市化の
集積経済の大 きさを計測しようとしている。また,Richardson[11]は,
都市サイズに関するより一般的な集積関数を構築 してお り,社会,家 計及
び企業に対する集積経済の各 カテゴリーについても説明を加えている。
最近では,新 古典派的アプローチからRabenau[9],Rabenau及び
Hanson[10]等は,集積の経済効果を組み込んだ都市成長モデルを作成 し
ている。他にもDiamond及びTolley[3]は,静学及び時間的動学の両
面からアメニティの概念を収入関数及び費用関数に組み込んだ企業の利潤
最大化モデルを構築 している。 しか し,集積の経済に関する実証分析にっ
いては,工業(そ の中でも製造業)を 対象になされているものが比較的多
くD,それに比べ商業を対象としたものはあまり見 られない。
そこで,本研究では上記のHoover,Isard及びRichardson等の 「都市
化の経済」2)に着目することによって構築 された神頭[16]モデルの修正を
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計り,まず 「都市部周辺の小売 り商店に対する都市化経済規模」を商店経
営者の収入関数に,ま た 「その商店周辺に居住 している消費者に対する都
市化経済規模」を小売 り商店の地代関数に各々変数として組み入れた小売
り商店経営者の利潤最大化モデルを構築する。次いで,同 モデルの利潤最
大化に基づいた均衡条件式から,都心部における 「小売 り商店に対する都
市化経済規模」 と 「その周辺の消費者に対する都市化経済規模」との相対
値を推計するための空間モデルを導出する。最後に,同 モデルにわが国3
大都市圏1988年データーを適用することによって,実 証分析がなされる。
皿 理論モデル
モデルの構築に際 し,っぎの諸仮定を設定する。
(1)小売り商店経営者の収入関数は,「商品価格」,「小売 り商店に対する都
市化経済の規模」及び 「敷地面積」からなる。また,敷地面積は,売 り
場面積と駐車場面積との合計である。
(2)小売 り商店の地代関数 は,「その小売 り商店の周辺に居住 している消
費者に対する都市化経済の規模」及び 「敷地面積」からなる。 ここでの
敷地面積は,仮定(1)と同様である。 また,小売 り商店の単位面積当たり
地代とその周辺の単位面積当たり地代とは,ほ とんど同値である。
(3)小売 り商店に対する,また,そ の小売り商店の周辺に立地 している消
費者に対する各々都市化経済の規模は,「都心部か らの距離」の関数とし
て表される。前者に対する都市化経済は,都心部へのアクセス及び都心
部に存在する企業との面と向かっての商談によって小売り商店の経営に
関する多 くの新 しい情報が素早 く得 られること(接触の利益)や,都 心
部から移動 してきた多種多様な企業の集中傾向に従って商品の需要に対
する変動が緩和されること(不安定性の吸収)な どによって もたらされ
る便益を指す。一方,後 者に対す る都市化経済は,都心部か らの路線上
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に建てられた快適な駅や,都心部か ら道路または鉄道に沿 って,都 心部
に建てられたのと同質 な都市化 した魅力的施設(例 えば,コ ンサー ト
ホール,カ ルチャーセ ンター等)な どが,建 設されること(都市アメニ
ティの存在)に よってもた らされる便益を指す。ここでは,都市化経済
の規模は,都市化経済の水準か,ま たはそのバスケットと見倣すことが
できる。なお,上 記については,以下の図に整理されている。
距離
都心部
一
都市化経済
都心部周辺地域
小売り商店に対する都市化経済……収入に反映
(接触の利益不安定性の吸収)
←消費者に対する都市化経済………地代に反映
(都市アメニティの存在)
(4)小売り商店の管理維持費用は短期的には一定であり,労働賃金は労働
市場で決定される。
(5)小売 り商店は,需要を満たすに足る多 くの在庫を有 している。
⑥ 上記の仮定等を踏 まえた本モデルにおける地理的形態は,以下の図に
示す通 りである。ただ し,必ず しも十字形交通形態図でなくともかまわ
ない。
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● 少売り商店立地
⑨ 消費者立地
轡。・鉄道または道路
上記の仮定の下で,小 売り商店経営者の収入関数は,次 のように表 され
る。
R=R(p,A(t),a)
ここで,収 入関数を指数タイプに特定化させると,
R=ノ1(`)がαα
ただし,R:小売 り商店経営者の収入
A:単位当たりの商品価格
α:小売り商店の敷地面積
t:都心部か ら都心部の周辺 にある小売 り商店までの距離
A(t):小売り商店に対する都市化経済の規模
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ε,α:p及びdの収入弾力性
小売 り商店経営者の予算制約式は,次 のように表される。
M=m+r(B(t),d)+ω
ただし,M:予算
m:小売り商店の管理維持費用
y:小売り商店の地代
B(t):小売 り商店の周辺に居住 している消費者に対する都市化
経済の規模
w:賃金
ここで,地 代関数を指数 タイプに特定化すると,
r=B(t)as
ただし,β:aの地代弾力性
ここで,小売 り商店の経営者が利潤を最大化するように行動することを
仮定すると,そ の利潤(π)は,次のように表 される。
π=R(A(t>,p,a)-m-r(.8(t),a)一ω
1階の最大化条件は,
器 一 ε凶(t)pEaap-o(1)
釜 一dA(t)AEadt・-dB(tdt)d・-o(2)
劣 一QAa(t)ρ勉 ・一 会 β(t)a・一 ・(3)
ここで,2階 の最大化条件が満たされているとすれば,(1)式,(2)式及び
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(3)式か ら均衡条件式は,
ε=0(4)及 び
dB(t)dA(t)
dtadt
B(t)aA(t)
(5)
さらに,A(t)及ぎB(t)のそれぞれが少なくとも1単位存在 している地
域を都心部の都市化経済が及ぼ している限界地域 として,都心部からその
地域までの距離をtmとすれば,A(tm)=1及びB(tm)=1と書ける。また,
都心部の半径をuと して上式(5)をtで積分すると,
dB(t)dA(t)
∫『訴'一 多∫瀦)dt
したが って,
1。gB(u)一旦1。gA(u)
a
または
l°gB(u)
logA(u)-a(6)
ここで,(6)の左辺は,都心部における 「小売り商店に対する都市化経済
規模(以後商店都市化経済規模 と呼ぶ)」に対する 「その小売り商店周辺居
住の消費者に対する都市化経済規模(以 下消費者都市化経済規模と呼ぶ)」
の対数比を示 している。また(6)式は,上記の利潤最大化条件の下で導出さ
れたものであるか ら,同式及び均衡条件式(4)を用いることによって,・::
(u)/logン4(u)を推計するための手法が,導かれなければならない。そこで,
まず都心部における小売 り商店経営者の収入関数を対数タイプに変形する
と,
logR=10gA(u)十Elogp十aloga (7)
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ここで,εは均 衡条件式(4)から0で あ ることか ら,(7)式は,次 の ように書
き換 え られる。
logR=10gA(u)十aloga
ま た は,
logR‐logA(u)=α
・.i
次いで,地 代関数を対数 タイプに変形すると,
logy=logB(u)+/310ga
ま た は,
logr‐logB(u)-a
・.i
さらに,(9)式を(8)式で割 ると,
logr-・::(u)_β
logR‐logA(u)a
α及 びβを消去 するために(6)式を⑩ 式 に代入 して整理す ると,
logy=l°gB(u)logRl
ogA(u)
・:S(u),/10g.4(u)をSに置 き換 え る と,qD式 は,
logrS=
10gR
(8)
(9)
⑩
ω
⑫
最終的には,都心部におけるSは 「地代の対数」を 「収入の対数」で除
したものとなる。 したが って,都心部における各地区のSが ほとんど変わ
らないものとすれば,α及びβを直接推計することなしに働式を用いて都
心部におけるSを 推計することや,さ らにそれを各都市圏都心部に応用す
ることによって,各都市圏都心部におけるsの比較が可能 となる。また,
7 一35一
一般に地代は収入を越えることがないので,S>1の ケースはほとんど見
られない。また,敷地の収入弾力性a及 び敷地の地代弾力性 βが共に正で
あることか ら,Sは0と1の 間の値をとる。 したがって,も しSが1に 近
ければ,「消費者に対する都市化経済規模」と 「小売 り商店に対する都市化
経済規模」とが等 しく,もしSが0に 近 ければ,「消費者に対する都市化経
済規模」が,「小売 り商店に対する都市化経済規模」よりも相対的に小さい
ことを示す。ただ し,最小二乗法をq2式に適用することによって得 られた
Sは収入に対する地代の弾力性を示 しているが,弾 力性に関する分析を試
みる場合は,時系列データが主となるため上記のことについて考慮する必
要はない。
以下では,3大都市圏に存在 している各々の都市及び地域のSが,そ れ
らの都市及び地域を含む周辺地区における小売 リ商店の利潤最大化による
均衡条件によって導かれるものとして,Sの 導出式働を3大都市圏の各都
市及び各地域に応用することによって,3大都市圏におけるSの 空間的様
相について考察する。さらに都心部周辺の拡大にしたがって,そ のSが ど
のように変化 してきたかを見るために,「都心部か らの距離」 からなるs
の最 も適合度の高い回帰式を導出 してその考察を試みる。
皿 実証分析
ここでは,上記理論モデルにおける都心部を大都市圏に存在する都市及
び地域とみな して,同モデルを3大都市圏(京浜,中京,京阪神)3)の1988
年のデータ4)に応用 して,ま ず各大都市圏におけるS(「商店都市化経済規
模」の対数に対する 「消費者都市化経済規模」の対数の比)が,空 間的に
どのような様相を呈 しているかを考察する。っいで各Sが 「都心部か らの
距離」5)といかなる関数型で最 も説明されうるかを分析する。
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1.3大都市圏におけるSに 関する空間的考察
(1)京浜大都市圏については,図1か ら,Sが都心部の中心か ら同心円的
に順次減少 している。ただし,一部北東に位置 している中核都市(小 山
市,土 浦市など)においてSの 環が形成されている。 このことは,東京
都心部における都市化 アメニティに関する財やサービス水準が都心部周
辺地域に順次影響を与えつつ相対的に減少 していることが考察され,そ
れと同時に,交 通条件の改善お よび大型小売 り店等の進出などによっ
て,同都心部の都市化のアメニティに関する財やサービスに比較的影響
されない地域群が現われていることを示唆 している。 さらに,図2か ら
90%の信頼限界線(楕円)6)外の地域についてみると,同都心部周辺の地
域でSの 異常に高い地域 としては,武蔵野市が,同都心部に比較的近接
していながら異常にSの 低い地域 としては,印旛村,本埜村及び村内村
が,同都心部か ら遠方に位置 している地域で,比較的Sの 高い地域 とし
ては,小 田原市,真 鶴町,本 庄市及び湯河原町がそれぞれ該当する。
(2)中京大都市圏にっいては,図1か ら,比較的等高線の起伏が平担で
ある。また,都心部と同等のSが 都心部から東方及び南方に広がってい
る。 このことは,名古屋都心部及びその周辺部における都化のアメニ
ティに関する財やサービス水準が相対的に均一であることを示 してお
り,特にその傾向は,同都心部から東(豊田市,岡崎市)方面及び南(知
多市)方 面の比較的交通条件の良好な地域に及んでいる。 さらに,図2
から90%の信頼限界線(楕円)外の地域についてみると,同都心部に比
較的近接 している地域でSの 異常に高い地域 としては,岐阜市が,都心
部周辺に位置 していながら異常にSの 低い地域 としては,十四山村及び
飛島村が,また同都心部か ら遠方に位置 している地域で,比較的Sが 高
い地域 としては,豊川市及び小坂井町がそれぞれ該当する。
(3)京阪神大都市圏については,図1か ら,Sは大都心部を中心にして同
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図13大 都市圏におけるSに関する3次元図及び等高線図
q)京浜大都市圏
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注1)各 図 は,
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重み付き最小 二乗法を用いて描かれている。
都心を指す。 また,各 座標軸1の 大
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心円的に順次減少 している。 また,そ の広がり方 は,北東(京 都市,大
津市)方 面及び西(神 戸市,姫 路市)方 面に著 しく見 られる。 このこと
は,京浜大都市圏同様に大阪都心部における都市化アメニティに関する
財やサービス水準が都心部地域に順次影響を与えつつ相対的に減少 して
いると考えられる。ただし,こ こでは,京都市や神戸市のような観光お
よびレクリエーション地域 に存在 しているアメニティも考慮する必要が
ある。さらに,図2か ら90%の信頼限界線(楕円)外の地域にっいてみ
ると,同都心部に比較的近接 している地域でsの 異常 に高い地域として
は,京都府が,一方異常にSが 低い地域としては,都祁村及び南山城村
が,ま た同都心部か ら遠方に位置 している地域で,比較的Sの 高い地域
としては,姫路市及び彦根市がそれぞれ該当する。
2.回帰分析法による 「S一距離」関数の導出
ここでは,Sと 「都心部からの距離」 との関係を調べるために最 も適合
度の高い 「S一距離」関数を各大都圏別に導出 した。その際,線形,指数形,
対数形及び2次方程式(quadratic)形のそれぞれに対 して回帰分析を行
ない,そ のうち相関係数及び決定係数の最 も高いものを各大都市圏の 「S一
距離」関数とした。その分析結果は,表1,図2及 び図3に 示されている
通 りである。
(1)分析結果
(a)「S一距離」関数の適合度(相関係数又は決定係数)に っいては,表1か
ら京阪神大都市圏が最 も高 く,次いで京浜大都市圏,中 京大都市圏の順
である。
(b)「S一距離」 関数の定数項にあたるところの各大都市園都心部のSに っ
いては,表1か ら京浜大都市圏が最 も高 く7),次いで京阪神大都市,中京
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大都市圏の順である。
(c)「S一距離」関数の標準誤差からSの 散らばり具合をみると,表1及 び
図2か ら京浜大都市圏が最 も高 く,次いで京阪神大都市圏,中 京大都市
圏の順である。
(d)各大都市圏の都心部周辺(CBDから約40㎞)地域における 「S一距離」
関数によるS推計値について比較すると,図3か ら京浜大都市圏が各地
点におけるS推計値が最 も高 く,次いで京阪神大都市圏,中 京大都市圏
の順である。
(e)各大都市圏における 「S一距離」 関数の2次 の係数を0と 見倣すなら
ば,各 「S一距離」関数の勾配の絶対値は,表1か ら京浜大都市圏が最 も
高 く,次いで京阪神大都市圏の順である。
(f)3大都市圏において 「S一距離」関数によるS推 計値が最小となる地点
にっいては,図3か ら京浜大都市圏及び京阪神大都市圏に都心部か ら約
70㎞の地点である。一方中京大都市圏においては,都 心部から約30km
の地点である。 また,3大 都市圏共通 して,都 心部か ら各圏域境界地ま
での0.75～0.8割の地点でS推 計値が最小 となっている。
表1回 帰分析によるS関数
地域数
相関係数
決定係数
標準誤差
定数項
Uの係数
t検定値
u^2の係数
t検定値
京 浜 大 都 市 圏
206
1・'.
0.484
0.04
1.06
-0.006
7.491
0.00004264
4.864
中 京 大 都 市 圏
116
0.451
0.203
0.027
0.902
-0.003
4.523
0.00004517
3.601
京 阪 神 大 都 市 圏
167
0.728
0.531
0.036
0.972
-o.004
7.945
0.00002883
・:
注)各t検 定値は上記係数u(距 離)及 びu^2(距離^2)の各係数に対
応している。
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図23大 都市圏におけるS関 数及び信頼限界線
(1原浜大都市圏
1.1
LO
SO.9
0.8
都心
(2)中京大都市圏
1。0
一41
図33大 都市圏におけるS関数の比較
(2)分析結果の考察
イ.(a)については,図1か らも分かるとおりSの都心部を中心 とした同心
円的広がりの強さに関す る度合い(適合度)を 示 していると言えよう。
ロ.(b)については,相対的ではあるが都心部における消費者都市化経済規
模の大きさに関する順位を示唆 している。
ハ.(c)については,他 の大都市圏と比較 して京浜大都市圏では都心部から
約40～60kmの地点において,s値 が特に高い地域 と特に低い地域が散
在 している。 これは,都心部の消費者都市化経済規模に強く依存 してい
る地域とそれに強 く依存 していない地域がこの地点 に多いことや,こ の
地点におけるスーパーマーケットや大型小売店等の進出程度の差異によ
るものと考えられる。同 じ地点において同様な現象が,京 阪神大都市圏
にも見 られるが,京浜大都市圏 と比較すると散在 している地域数は比較
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的少ない。 一方中京大都市圏においてその現象は,都 心部から15～30
kmの地点で見 られるが,極 くわずかである。
二.(d)については,都心部の消費者都市化経済規模を反映 した都心部周辺
におけるSの 平均的大きさに関する順位を示 している。
ホ.(e)については,「都心部か らの距離に対する商店都市化経済規模の減少
割合」対 「都心部からの距離に対する消費者都市化経済規模の減少割合」
の絶対値に関する大きさの順位が示されている。 これは,都心部 におけ
る集積経済の規模が高いところほど,都心部及びその周辺部の消費者都
市化経済規模において,地 域間に差が見 られることを示唆 している。
へ.(f)については,Sの最小推計値を有する地域は,都心部からもたらさ
れる消費者都市化経済規模の効果と大都市圏境界部近辺における中核都
市からもたらされるその効果が交差するところであるか,ま たは両方の
効果の限界地 と考えられる。 したがって,こ の地域は大,中 都市の狭間
にあり,これら都市のアメニテ ィに依存 してお り,比較的商業力があっ
ても都市化のアメニティに関わる財やサービス水準が低い地域であると
考察 されよう。
IVお わ りに
本研究では,地代はアメニティに対するヘ ドニック(Hedonic)指標8)に
よる総合的評価であることや,わ が国において商業地地価が住宅地地価に
影響を及ぼしている事実から,境界狭小的,短 期的には小売 り商店の地代
とその小売 り商店周辺の地代にはそれほど大きな差が見 られないこと,ま
た,都市化経済が,「消費者に対する都市化経済」と 「小売 り商店に対する
都市化経済」9)に分類 され,前者は地代に,後者は販売収入にそれぞれ反映
されており1°),それ らが 「都心部か らの距離」の関数として表されることな
どを仮定 して,ま ず小売 り商店経営者の利潤最大化による均衡条件式か ら
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S(「小売 り商店都市化経済規模」に対する 「消費者都市化経済規模」の相
対的大きさ)式を導出した。次いで,そ のS式 を用いて3大 都市圏を対象
にSの 空間的様相について考察を行ない,最後に,各大都市圏に対 して最
も適合度の高い 「S一距離」関数を回帰分析法を用いて推計 した。その結果,
3大都市圏共通 して2次方程式形のS関 数の適合度が最 も高 く,「都心部
からの距離」に対する 「消費者都市化経済規模」の相対的な減少割合が,
都心部における集積経済の規模 と係わり合いがあることなどが分かった。
また,副産物 として,都心部からの距離にほとんど係わり合いのない地域
も導出できた。 しかし,本理論モデルにおいては都市化経済が収入面にの
み影響を与えていることを示 しており,特に都市化経済の1要 因である相
互補完性(生 産や労働供給の面における補完的機能の向上)に ついては小
売り商店の管理推持費用にも影響を与えていると考えられる。 さらに,同
モデルが在庫を含まない短期モデルであることや,小売 り商店の種類を具
体的に扱 っていないことなどから,都市化経済を考慮 した費用関数,小 売
り商店種及び長期モデルに関する検討がなされなければならない。また,
実証分析においてデーターの入手可能性から行政地区単位の平均的なデー
ターを用いざるをえず,ミ クロモデルでありながらマクロ的な考察の域に
留まらざるをえなかった。 したがって,今後,わ が国の都市計画区域で定
められている用途地域制を考慮 しっっ,本 モデルの仮定に添 うような地域
または地区選択を行ない,可能な限りそこでの各商店における収入(ま た
は販売額)及 び地代に関するデーターを収集 した上で実証分析を試みる必
要がある。
注
1)例 え ば,Henderson([4],Chap.5)は,ピッ クス の 中立 的 外 部 性 の概 念 を
組 み入 れ た トラ ンス ロ グ関数 を構 築 して お り,同 関 数 を ブ ラ ジル及 び ア メ リカ
合衆 国SMSAに お け る製 造 業 に応 用 して実 証 分析 を行 な って い る。
2)こ の詳 細 に っ い て は,川 嶋([13],pp.152-155)及び 山 田([18],pp.18一
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20)を参照せよ。なお,本理論モデルにおいては,「都市化の経済」を 「都市化
経済」と呼ぶ。
3)ここでの3大 都市圏は,昭和60年の総務庁統計局による大都市圏の設定基準
に基づいている。なお,この設定基準に関する詳細にっいては,「大都市圏の人
口」昭和60年国勢調査摘要データシリーズNa2総務庁統計局,1989p.1を
参照せよ。
4)ここでは,小売店の収入にっいては,小売店の販売額(資 料:「1988年商業
統計表第3巻 産業編(市 区町村表)」(通商産業大臣調査統計部,1988年6月1
日現在,3年 ごと調査))を,その地代にっいては,「地代」と 「地価」に,ま た
「商業地地価」と 「住宅地地価」に各々比例的関係が見 られることや,本 モデル
における性格上平均地価(資料:「1988年度都道府県地価調査結果」(各都道府
県地価調査主管課,1988年度,毎年調査)をそれぞれのデーターとして用いた。
また,小 売り商店当たり地代については,小売店当り駐車場面積に関するデー
ターが得 られなかったために,小 売店当たり売り場面積(資 料:小 売り店の販
売額と同様)に 上記の平均地価を乗 じることによって推計 した。
5)ここでは,京浜大都市圏では東京都庁(1988年現在)を,中 京大都市圏では
愛知県庁を,京 阪神大都市圏では大阪府庁を各々都心部の中心地点 として,そ
こか ら各地域の市役所または町村役場までの直線距離を 「都心部からの距離」
とした。
6)この信頼限界線(楕円)は2変 量正規分布に基づいており,この楕円の中心座
標はS値 及び都L・部からの距離の各々平均値からなる座標である。 また,楕 円
に関する2っ の軸の長 さは,S値 及び 「都心部からの距離」の不偏標準偏差に
よって決められ,さ らにその2っ の軸の方向は,S値及び 「都 已・部からの距離」
の相関係数によって決定される。なお,この詳細についてはBolch及びHaung
(邦訳一中村慶一[2],第1章 及び第2章)を 参照せよ。
7)同大都市圏におけるS関 数の定数項は,表1か ら1以上である。これは,「小
売 り商店当たり」 にデーターが加工されていることや,平 均地価データーを用
いているために1以上のS値 を有する地域が存在するためである。なお,1以
上のS値 を有する地域は,京阪神大都市圏においても一部見られる。
8)この概念については,Diamond及びTolley([3],pp.17-22)を参照せよ。
9)こ こでは,元来都 ら部周辺部を対象としているために,都 市化のアメニティ
の存在によってもたらされる小売 り商店の収入増については,敢 て触れなかっ
たが,地 域によっては,そ の要因が強 く作用 していると考えられる。
10)ここで,例えば,国松([15],pp.169-170)は集積の経済を都市化の経済に
限定 してはいないが,べ 一レンスの論文を引用 しつつ,集 積の利益は集積その
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ものによって生ずる利益であり,そ れは販売の側面に認められるとしている。
さらに,これは西岡([17],PP・118)が言 うところの付加的純粋集積であると
も述べている。また,商 業集積の観点から,木地([14],p.66)は集積力は顧
客吸引力と見ることができ,そ の強さは他の集積地との相対的関係によって決
まるとしている。
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